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経済特区登録企業の国内一般販売に係るVAT取扱について

（過去経緯）

2025-09改定の要点は以下の通りでした。

 ①経済特区又は自由貿易港からの物品購入の場合

  物品搬出前に所定様式（現在未制定につき、様式0605号を使用）によりVAT申告納付し、

　経済特区登録事業者に提出。コンテナーによる複数の取引の物品搬出の場合は、一括

　納付が可能で、取引明細報告を搬出前にBOCへ提出。

②VATの任意登録

　登録事業が全て同一の優遇措置適用の場合のみ、VAT任意登録が可能

　登録から3年間は変更不可

　国内市場登録事業者（DME)は、VAT課税事業者として、VATを販売先に請求し、申告納付する。

　（①の適用を除外）

　登録事業外から生じた取引（スクラップ処分等）は、①の適用を受けず、登録事業者が

　申告納付する。

＊改定の趣旨不明です。　全ての経済特区登録事業者をVAT登録事業者とすれば全て解決します。

　（②の定めは不要では？）

ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

「RR2026-01改正点要旨」

 混乱を続けているVAT取扱について、今年度新たなRR2026-01が公布されました。過去
経緯を含めて現況を整理します。（混乱解決には至っていません）

１．経済特区登録事業者による一般国内販売は、その優遇措置の付与内容（ITH, 5%簡

易課税、拡大控除制度適用者）に関わらず、VAT12%課税とし、納税義務者は購入者
とする。

２．購入者が事業者の場合、販売者は「VAT on local sale」と記載した請求書を発行。

購入者がVAT納付

３．購入者が消費者の場合は、販売者はVAT込価額を請求し、販売者がVAT申告納税

４．経済特区登録事業者は、VAT課税事業者を選択することが可能（その場合も他の
優遇措置に影響を与えない）


